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 ○ 現在、国において、地域包括ケアシステム構築に向けた地域支援事業（＊）

の見直しが検討されている。その目的は、地域支援事業を地域包括ケアの

一翼を担うにふさわしい良質で効率的な事業に再構築するとともに、介護

保険料などにより必要な財源を確保し、充実・強化を図っていくことにあ

る。 
＊ 高齢者が、要支援・要介護状態となることを予防するとともに、要介護状態とな

った場合においても、地域において自立した日常生活を営むことができるよう、市

町村が支援を行う事業。①介護予防事業、②包括的支援事業（介護予防ケアマネジ

メント、総合相談支援、権利擁護、ケアマネジャーへの支援）、③介護予防・日常生

活支援総合事業、④任意事業（介護給付適正化、家族介護支援、配食・見守り等）

を実施。財源は介護保険料及び国・県・市町村の公費。 
 
 ○ 「介護保険制度の見直しに関する意見」（平成２５年１２月２０日社会保

障審議会介護保険部会）では、その内容として、①在宅医療・介護連携の

推進に係る事業の地域支援事業への追加、②オレンジプラン（認知症施策

推進５か年計画）の取組の地域支援事業への位置づけ、③地域支援事業と

して地域ケア会議を実施することを介護保険法に位置づけて推進、④生活

支援サービスを担う事業主体の支援体制の充実（担い手となる高齢者の養

成、事業主体間のネットワークの構築など）の地域支援事業への位置づけ、

⑤介護予防について、元気高齢者と二次予防対象者を分け隔てることなく、

住民運営の通いの場の充実等の機能強化、⑥地域包括支援センターの人員

体制の強化、などが示されている。 
これらの取組は市町村が主体的に取り組むこととされており、①在宅医

療・介護連携の推進、②認知症対策、③地域ケア会議の開催に係る事業に

ついては、平成３０年度にはすべての市町村で実施することが適当とされ

ている。 
 
○ また、現在、要支援者に対して行われている予防給付のうち、訪問介護と

通所介護については、地域支援事業の枠組みの中で、介護予防・日常生活支

援総合事業を発展的に見直して対応することが必要とされている。すべての

市町村が要支援者のサービス提供を効率的に行い、総費用額の伸びを後期高

齢者の人数の伸び（3～4％）程度に低減させることも求められており、平成

２９年度にはすべての市町村で実施することが適当とされている。こうした

介護予防、生活支援に係る取組により、多様なサービスが多様な主体によっ

て効果的・効率的に提供されるとともに、地域における互助の再構築と高齢

者の社会参加を通じた自立支援といった好循環を生むことが可能となるこ

とも示されている。 
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 ○ 介護保険制度の見直しによって平成２７年度以降、地域包括ケアシステ

ム構築に向けたさまざまな取組が地域支援事業に位置づけられ、介護保険

制度の中で財源の措置がされることとなるが、地域包括ケアシステムを構

築するためには、新しい地域支援事業が義務化される前であっても、でき

るだけ早期に取り組むことが望まれる。 


